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１．株式会社の現況に関する事項
（１）事業の経過及び成果

当期における日本経済は、緩和的な金融環境と政府の経済対策などにより雇用・所得環境が改
善し、また年度後半にかけて好調となった海外経済が波及して、設備投資、輸出が伸びたこと等
から緩やかな回復基調となったものの、個人消費については所得の伸び等と比べ力強さを欠いた
状況となっております。
一方、県内経済は、航空路線の拡充やクルーズ船の寄港回数の増加等により入域観光客数が引

き続き増加したことに加えて、県内人口の増加や国内景況の緩やかな回復などを背景に、消費関
連、建設関連も順調に推移し、全体として好調を維持しました。
那覇空港における国内線乗降客数につきましては、当期は台風の影響が少なかったことに加え、

航空路線の拡充や景気回復の動きを背景に、国内旅行需要が持続したことから、１，６９５万３千人で
前期より５．７％増加いたしました。国際線乗降客数につきましては、台湾の航空会社の撤退が
あったものの、訪日旅行需要が継続しており、航空会社の新規就航及び路線の拡充もあったこと
から、３０８万４千人で前期より２３．４％増加いたしました。その結果、乗降客数の合計は２，００３万
８千人で前期より８．１％増加し、開港以来初めて２，０００万人を上回りました。
このような中、当社としましては、駐車場の慢性的な混雑の解消とお客様の利便性向上を図る

ことを目的に着手しておりました新立体駐車場及び立体連絡通路の建設工事につきまして、平成
２８年９月までに全ての工事を完了し、全面供用開始しております。

また、航空需要の増大に対応するための旅客ターミナルビルの拡張につきましては、国際線旅
客ターミナルビル４４番コンコース増築工事を完了して平成２８年１０月に供用開始するとともに、国
内線ビルと国際線ビルの拡張一体化を行う際内連結ターミナル施設建設計画と航空会社専用施設
の一部拡張を行う国内線旅客ターミナルビル第４次増築計画は、設計業務を完了して平成２９年
１月から工事を着工しております。さらに、国際線旅客ターミナルビルCIQ施設の拡張につきま
しても、国土交通省大阪航空局から官庁部分の設計業務を受託して、平成２９年２月に民間部分も
含めた基本設計業務に着手しております。
国内線旅客ターミナルビルにおける各種設備の老朽化への対策としましては、消防用設備機器

更新工事の第２期工事を平成２９年２月に完了し、旅客搭乗橋（PBB）更新工事の発注を行うとと
もに、その他の設備につきましても経年劣化の状況等を調査いたしました。
業績につきましては、収入面では、国内線、国際線ともに乗降客数が好調に推移したことに伴

い、テナント家賃収入や国際線旅客ターミナルビルの施設使用料収入等が増加したこと及び新立
体駐車場の供用開始等によって、売上高は９５億６，４６５万７千円（前期比１０８．１％）と前期を上回り
ました。
一方、費用面では、新立体駐車場、立体連絡通路及び国際線旅客ターミナルビル４４番コンコー

スの供用開始に伴い、減価償却費、施設費等が増加した結果、売上原価、販売費及び一般管理費
は５７億７，８６４万８千円（前期比１０８．８％）と前期より増加いたしました。
これらの結果、営業利益は３７億８，６００万９千円（前期比１０７．１％）となり、これに営業外収支を

加えますと、当期の経常利益は３５億８，７５３万７千円（前期比１１４．４％）、当期純利益は２４億３，９１１万
８千円（前期比１１６．４％）となりました。

事 業 報 告
自 平成２８年４月１日
至 平成２９年３月３１日
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（２）設備投資等の状況
主な設備投資の状況
当事業年度中に完成した主要設備
新立体駐車場建設工事（第２期工事） ８０７，４５３千円
消防用設備機器更新工事（第２期工事） ９５，３７０千円
国際線旅客ターミナルビル４４番コンコース増築工事 ２，０２３，９４２千円
立体連絡通路建設工事（国際線工区 沖縄県補助金 ５５２，２４０千円） ６２６，２２０千円
立体連絡通路建設工事（国内線工区） ５３１，３００千円

（３）資金調達の状況
新立体駐車場建設工事、国際線旅客ターミナルビル４４番コンコース増築工事の資金調達として

株式会社三菱東京 UFJ銀行をアレンジャーとしたシンジケートローンにより１，８００，０００千円（貸
付人 株式会社琉球銀行、株式会社沖縄銀行、株式会社沖縄海邦銀行、大同火災海上保険株式会
社、株式会社三菱東京UFJ銀行）、際内連結ターミナル施設建設工事の資金調達として沖縄振興
開発金融公庫から２，４５０，０００千円の借り入れを行いました。

（４）直前三事業年度の財産及び損益の状況

（注） １株あたり当期純利益は期中平均株式数に基づき算出しております。

（５）対処すべき課題
平成２９年度の日本経済は、諸外国の政治経済動向の不確実性や金融資本市場の変動等による国

内経済への影響が懸念されるものの、国の各種政策の推進等により、雇用・所得環境が引き続き
改善し、経済の好循環が進展する中で、民需を中心とした景気回復が見込まれております。
一方、県内経済は、人口の増加、国内景況の回復などを背景として消費や民間設備投資などが

回復するとともに、引き続き入域観光客数が増加することが見込まれることから、プラスの経済
成長になるものと見込まれております。
このような状況の中、那覇空港におきましては、国際路線ネットワークやLCC需要の拡大、平

成３２年に予定されている那覇空港第二滑走路の供用開始などを背景に、今後も航空需要の高まり
が期待されており、当社としましては、施設の狭隘化や多様化するお客様のニーズに対応するた
め、平成２９年度も引き続き、各施設の整備計画を着実に推進してまいります。
現在進めている国内線旅客ターミナルビル第４次増築工事は平成３０年２月、際内連結ターミナ

ル施設は平成３０年１２月の完成を目指します。また、際内連結ターミナル施設の完成後に着工予定
の国際線旅客ターミナルビルCIQ施設増改築計画につきましては、大阪航空局やCIQ官庁等の関
係機関と調整を行いながら、設計業務を進めてまいります。
国内線旅客ターミナルビルにおける各種設備の老朽化への対策としましては、旅客搭乗橋

（PBB）設備更新工事、空調熱源設備の第２期更新工事を実施するとともに、その他の設備につい

第２５期
（当事業年度）第２４期第２３期第２２期区 分

９，５６４，６５７８，８４７，４３５８，１０５，２６６６，９５５，９１３（千円）売 上 高
３，５８７，５３７３，１３７，０８２２，４４１，６７８１，６６９，０３９（千円）経 常 利 益
２，４３９，１１８２，０９５，７０３１，５４１，８４８８０７，２７５（千円）当 期 純 利 益

５０，８１４４３，６６０３２，１２１１６，８１８（ 円 ）１株当たり当期純利益
３８，６１２，８３０３４，３５５，５６１３１，８０４，１９０３１，１３９，４６９（千円）総 資 産
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ても平成２８年度に実施した調査の結果を踏まえ、順次更新及び改修工事を行います。
以上のとおり、平成２９年度においても那覇空港旅客ターミナルビルの施設整備を推進するとと

もに、お客様の「安心・安全」を最優先に「利便性・快適性・機能性」の充実強化に取り組んで
いくことといたします。
今後とも役員及び社員が一丸となり、当社の使命と責任を自覚し、社業の発展に全力を傾注す

る所存でありますので、株主の皆様におかれましても、より一層のご指導とご鞭撻を賜りますよ
うお願い申し上げます。

（６）主要な事業内容
・航空事業者、航空旅客並びに航空貨物に対する役務の提供
・航空思想の普及及び観光の振興に関する事業
・貸室業
・日用雑貨品、飲食物等の販売
・駐車場経営

（７）所在地及び従業員の状況
・所在地 沖縄県那覇市字鏡水１５０番地
・従業員の状況 （平成２９年３月３１日現在）

（注） 上記の当期従業員数には、出向社員４９人（那覇エアポートエンジニアリング株式会社５人、
那覇エアポートパーキング株式会社１５人、エアポートトレーディング株式会社１４人、那覇空港
コーディアルサービス株式会社１２人、沖縄ディーエフエス株式会社３人）が含まれています。
なお、非正規社員７人（男子４人・女子３人）は含めておりません。

（８）主要な借入先及び借入額

２．株式に関する事項（平成２９年３月３１日現在）
（１）発行可能株式総数 １４０，０００株
（２）発行済み株式の総数 ４８，０００株
（３）当事業年度末の株主数 １９名

平均勤続年数平均年齢増減数当期従業員数前期従業員数区 分

１３．４年４６．９歳△２人４４人４６人男 子

１３．３年４７．４歳△１人２８人２９人女 子

１３．４年４７．１歳△３人７２人７５人計

借入先が有する
当社の株式の数借入金残高借 入 先借入先が有する

当社の株式の数借入金残高借 入 先

１，４００株

７００株

１，１６０株

−

−

１，０２０，２０４

９２３，４９４

４９９，７３８

３３，１００

７００，０００

㈱ 沖 縄 銀 行

㈱ 沖 縄 海 邦 銀 行

大同火災海上保険㈱

明治安田生命保険相互会社

㈱三菱東京 UFJ銀行

３，７７４株

１２，０００株

−

−

１，４００株

６，６６２，３９０

６３０，３７２

９１，０５０

８６，８４８

５，７７０，２０４

沖縄振興開発金融公庫

沖 縄 県

信 金 中 央 金 庫

沖縄県農業協同組合

㈱ 琉 球 銀 行

（単位：千円）
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１３．３年４７．４歳△１人２８人２９人女 子

１３．４年４７．１歳△３人７２人７５人計

借入先が有する
当社の株式の数借入金残高借 入 先借入先が有する

当社の株式の数借入金残高借 入 先

１，４００株

７００株

１，１６０株

−

−

１，０２０，２０４

９２３，４９４

４９９，７３８

３３，１００

７００，０００

㈱ 沖 縄 銀 行

㈱ 沖 縄 海 邦 銀 行

大同火災海上保険㈱

明治安田生命保険相互会社

㈱三菱東京 UFJ銀行

３，７７４株

１２，０００株

−

−

１，４００株

６，６６２，３９０

６３０，３７２

９１，０５０

８６，８４８

５，７７０，２０４

沖縄振興開発金融公庫

沖 縄 県

信 金 中 央 金 庫

沖縄県農業協同組合

㈱ 琉 球 銀 行

（単位：千円）
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議決権比率持株数株 主 名議決権比率持株数株 主 名

２．９２％１，４００株㈱ 琉 球 銀 行２５．００％１２，０００株沖 縄 県

２．９２１，４００㈱ 沖 縄 銀 行１４．５８７，０００ディーエフエス ベンチャー
シンガポール リミテッド

２．４２１，１６０大 同 火 災 海 上 保 険 ㈱７．８６３，７７４沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫

１．５０７２０沖 縄 電 力 ㈱７．２９３，５００オ リ オ ン ビ ー ル ㈱

１．５０７２０沖 縄 セ ル ラ ー 電 話 ㈱５．８３２，８００ANAホールディングス㈱

１．５０７２０㈱ ロ ー ソ ン５．６９２，７３０日 本 航 空 ㈱

１．５０７２０コ ク ヨ ㈱５．１０２，４５０日本トランスオーシャン航空㈱

１．４６７００㈱ 沖 縄 海 邦 銀 行４．５０２，１６０ダ イ キ ン 工 業 ㈱

０．７５３６０コ ザ 信 用 金 庫４．４８２，１５０ロイヤルホールディングス㈱

１００．００４８，０００合 計３．２０１，５３６那 覇 市

（４）株主の状況

担当及び他の法人等の代表状況等氏 名会社における地位
伊 佐 嘉一郎取 締 役 会 長
兼 島 規代表取締役社長
島 田 章一郎代表取締役専務

経営管理部担当湧 川 盛 順専 務 取 締 役
総括部長委嘱古 堅 玲 子取締役総括部長
事業部長委嘱亀 田 安 彰取締役事業部長
オリオンビール株式会社 代表取締役社長嘉手苅 義 男取 締 役
沖縄電力株式会社 代表取締役会長石 嶺 伝一郎〃
日本航空株式会社 千歳空港支店長篠 原 龍 二〃
全日本空輸株式会社 沖縄空港支店長近 藤 博 之〃
株式会社琉球銀行 常務取締役川 上 康〃
株式会社沖縄銀行 代表取締役専務伊 計 衛〃

宮 里 千 里常 勤 監 査 役
大同火災海上保険株式会社 専務取締役濱 田 剛監 査 役
株式会社沖縄海邦銀行 常務取締役兼 城 賢 雄〃

（５）自己株式の取得、処分及び保有
平成２９年３月３１日現在自己株式は保有しておりません。

３．新株予約権等に関する事項（平成２９年３月３１日現在）
該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項
（１）取締役及び監査役の状況（平成２９年３月３１日現在）
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（注）１．取締役 伊佐嘉一郎、嘉手苅義男、石嶺伝一郎、篠原龍二、近藤博之、川上康、伊計衛の
各氏は、会社法第２条第１５号に定める社外取締役であります。

２．監査役 宮里千里、濱田剛、兼城賢雄の各氏は、会社法第２条第１６号に定める社外監査役
であります。

３．常勤監査役 宮里千里氏は、４０年間那覇市の財政業務を主に担当しており、財務及び会計
に関する相当程度の知見を有するものであります。

（２）当事業年度に係る役員の報酬等の総額

（注） 報酬等の額には当事業年度内に支給した退職慰労金２，１６０千円（社外取締役２名、社外監査役
３名）を含めております。

（３）会社役員の報酬等の算定方法
取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益は株主総会

の決議によって定めております。

５．会計監査人に関する事項
（１）会計監査人の氏名または名称

富永公認会計士事務所 富永和也
要石公認会計士事務所 要石博之

（２）会計監査人が業務停止を受け、その停止期間を経過しない者であるときの、その処分に係る事項
・該当事項はありません。

（３）会計監査人が過去２年間に業務停止を受けた者である場合における当該処分に係る事項のうち、
会社が事業報告の内容とすることが適切であるものと判断した事項
・該当事項はありません。

６．業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）及び運用状況の概要
（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、企業としての社会的信頼に応えるため、コンプライアンス体制を構築していく。その
ため社長を委員長とするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置する。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書及び職務執行に係る重要な文書並びに

経営に係る情報を適切に保存し管理する。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

摘 要報酬等の額支 給 人 数区 分

５４，６００５取 締 役

１０，２００９社外取締役

１４，０４０６監 査 役

７８，８４０２０合 計

（単位：千円）
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議決権比率持株数株 主 名議決権比率持株数株 主 名

２．９２％１，４００株㈱ 琉 球 銀 行２５．００％１２，０００株沖 縄 県

２．９２１，４００㈱ 沖 縄 銀 行１４．５８７，０００ディーエフエス ベンチャー
シンガポール リミテッド

２．４２１，１６０大 同 火 災 海 上 保 険 ㈱７．８６３，７７４沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫

１．５０７２０沖 縄 電 力 ㈱７．２９３，５００オ リ オ ン ビ ー ル ㈱

１．５０７２０沖 縄 セ ル ラ ー 電 話 ㈱５．８３２，８００ANAホールディングス㈱

１．５０７２０㈱ ロ ー ソ ン５．６９２，７３０日 本 航 空 ㈱

１．５０７２０コ ク ヨ ㈱５．１０２，４５０日本トランスオーシャン航空㈱

１．４６７００㈱ 沖 縄 海 邦 銀 行４．５０２，１６０ダ イ キ ン 工 業 ㈱

０．７５３６０コ ザ 信 用 金 庫４．４８２，１５０ロイヤルホールディングス㈱

１００．００４８，０００合 計３．２０１，５３６那 覇 市

（４）株主の状況

担当及び他の法人等の代表状況等氏 名会社における地位
伊 佐 嘉一郎取 締 役 会 長
兼 島 規代表取締役社長
島 田 章一郎代表取締役専務

経営管理部担当湧 川 盛 順専 務 取 締 役
総括部長委嘱古 堅 玲 子取締役総括部長
事業部長委嘱亀 田 安 彰取締役事業部長
オリオンビール株式会社 代表取締役社長嘉手苅 義 男取 締 役
沖縄電力株式会社 代表取締役会長石 嶺 伝一郎〃
日本航空株式会社 千歳空港支店長篠 原 龍 二〃
全日本空輸株式会社 沖縄空港支店長近 藤 博 之〃
株式会社琉球銀行 常務取締役川 上 康〃
株式会社沖縄銀行 代表取締役専務伊 計 衛〃

宮 里 千 里常 勤 監 査 役
大同火災海上保険株式会社 専務取締役濱 田 剛監 査 役
株式会社沖縄海邦銀行 常務取締役兼 城 賢 雄〃

（５）自己株式の取得、処分及び保有
平成２９年３月３１日現在自己株式は保有しておりません。

３．新株予約権等に関する事項（平成２９年３月３１日現在）
該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項
（１）取締役及び監査役の状況（平成２９年３月３１日現在）
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（注）１．取締役 伊佐嘉一郎、嘉手苅義男、石嶺伝一郎、篠原龍二、近藤博之、川上康、伊計衛の
各氏は、会社法第２条第１５号に定める社外取締役であります。

２．監査役 宮里千里、濱田剛、兼城賢雄の各氏は、会社法第２条第１６号に定める社外監査役
であります。

３．常勤監査役 宮里千里氏は、４０年間那覇市の財政業務を主に担当しており、財務及び会計
に関する相当程度の知見を有するものであります。

（２）当事業年度に係る役員の報酬等の総額

（注） 報酬等の額には当事業年度内に支給した退職慰労金２，１６０千円（社外取締役２名、社外監査役
３名）を含めております。

（３）会社役員の報酬等の算定方法
取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益は株主総会

の決議によって定めております。

５．会計監査人に関する事項
（１）会計監査人の氏名または名称

富永公認会計士事務所 富永和也
要石公認会計士事務所 要石博之

（２）会計監査人が業務停止を受け、その停止期間を経過しない者であるときの、その処分に係る事項
・該当事項はありません。

（３）会計監査人が過去２年間に業務停止を受けた者である場合における当該処分に係る事項のうち、
会社が事業報告の内容とすることが適切であるものと判断した事項
・該当事項はありません。

６．業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）及び運用状況の概要
（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、企業としての社会的信頼に応えるため、コンプライアンス体制を構築していく。その
ため社長を委員長とするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置する。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書及び職務執行に係る重要な文書並びに

経営に係る情報を適切に保存し管理する。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

摘 要報酬等の額支 給 人 数区 分

５４，６００５取 締 役

１０，２００９社外取締役

１４，０４０６監 査 役

７８，８４０２０合 計

（単位：千円）
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① 当社は、旅客等や当社施設等に重大な損害を及ぼす事態又は及ぼす恐れがある事態に対応す
るため、危機管理対策要綱に基づき、迅速かつ適切な組織行動をとる。

② 資産の保全、情報の漏洩等に対するリスクに対処するため、必要な管理体制を整備する。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役は、定期的に取締役会を開催し、会社の業務執行の基本方針を決定する。また、必要
に応じて臨時取締役会を開催し、重要事項を決議する。

② 常勤取締役は、常勤役員会を組織し、経営に関する重要事項を審議し、適切な経営方針を確
立するとともに効率的かつ統一的な統制がとれる業務執行体制の確保を図る。

③ 常勤取締役は、経営合理化計画の基本方針に基づき、業務の現状と課題を検証し、業務の効
率化を着実に推進する。

④ 毎年度の経営計画を策定し、目標と実績の管理を行う。
⑤ 組織規程、決裁規程、会計関係規程等、各種社内規程を整備し、役職者の権限及び責任の明
確化を図り、適正かつ効率的な職務の執行が行われる体制を構築する。

（５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社は、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する体制を整備するととも

に、社員に対する教育、啓発を行う。

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役の職務を補助する事務局のスタッフは、組織規程に基づき経営管理部総務課で対応する。

また、必要に応じて取締役と監査役で協議を行いその充実を図る。

（７）監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役を補助する使用人に対する指揮命令権限は、その監査業務を補助する範囲内において監

査役又は監査役会に帰属するものとする。

（８）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
① 取締役及び重要使用人は、監査役会の要求に応じて、監査役に自己の職務執行の状況を報告する。
② 使用人は、監査役に対して、当社に著しい損害を及ぼす恐れがある事実並びに重大な法令又
は定款違反事実に関する事項を直接報告することができる。なお、報告を行った使用人への不
利益な取り扱いを行わない。

（９）監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 業務執行状況の把握による監査の効率性及び実効性を高めるため、監査役は取締役会に出席
する。また、常勤監査役は、常勤役員会に出席して意見を述べることができる。

② 常勤取締役と常勤監査役は、必要に応じて連絡会をもち、意見交換を行う。
③ 監査役を含む常勤役員は、四半期に一度、会計監査人と情報交換を行い連携を深める。

上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、上記に揚げた内部統制システムの施
策に従い、その基本方針に基づき具体的な取り組みを行うとともに、内部統制システムの運用状況
について重要な不備がないかモニタリングを常時行っております。また、経営管理部が中心となり、
当社の各部門に対して、内部統制システムの重要性とコンプライアンスに対する意識づけを行い、
当社全体を統括、推進させています。
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（単位：千円）

貸 借 対 照 表
（平成２９年３月３１日現在）

金 額科 目金 額科 目
（負 債 の 部）（資 産 の 部）

３，８５０，１４３流 動 負 債８，２６７，８２７流 動 資 産
１，４２４買 掛 金７，３７２，７４７現 金 及 び 預 金

１，６４１，３０５１年内返済長期借入金５２５，７９９売 掛 金
１７，７４９リ ー ス 債 務１０，９３７貯 蔵 品

７６１，３７２未 払 金４６，５７０未 収 還 付 消 費 税 等
１０１，９８４未 払 費 用２３，２３７前 払 費 用
６２１，０２５未 払 法 人 税 等４７，４４３繰 延 税 金 資 産
２１９，０１８前 受 金１７，３０３未 収 入 金
３４３，３５８預 り 金２３４，６９２そ の 他 の 流 動 資 産
１１０，４８６１年内返済預り保証金△１０，９０４貸 倒 引 当 金
３２，４１６賞 与 引 当 金

３０，３４５，００３固 定 資 産
２９，９１１，９０３有 形 固 定 資 産

１７，１６０，４１１固 定 負 債２５，７６５，７９１建 物
１４，７７６，０９４長 期 借 入 金１９６，５３３構 築 物

３１，８６０リ ー ス 債 務１，１７９，３８１機 械 装 置
１，８３０，４８５預 り 保 証 金４０９，１７６器 具 備 品
１９９，５８１退 職 給 付 引 当 金４６，９５０リ ー ス 資 産
２６，５７５役 員 退 職 慰 労 引 当 金２，３１４，０６９建 設 仮 勘 定

２９５，８１４特 別 修 繕 引 当 金

４，７００無 形 固 定 資 産
２１，０１０，５５５負 債 合 計３，０４３ソ フ ト ウ ェ ア

１，６５７電 力 引 込 負 担 金
（純 資 産 の 部）

１７，５５０，８２３株 主 資 本

３，５６６，８５４資 本 金４２８，３９９投 資 そ の 他 の 資 産

１３，９８３，９６９利 益 剰 余 金２６５，３３１投 資 有 価 証 券
１３，９８３，９６９そ の 他 利 益 剰 余 金１６，０６０関 係 会 社 株 式
１１，５４０，０００別 途 積 立 金４，９７４長 期 前 払 費 用
２，４４３，９６９繰 越 利 益 剰 余 金１３，３９７破 産 更 生 債 権 等

１３４，９８５繰 延 税 金 資 産
５１，４５１評価・換算差額等３５０そ の 他 投 資
５１，４５１その他有価証券評価差額金△６，６９８貸 倒 引 当 金

１７，６０２，２７４純 資 産 合 計
３８，６１２，８３０負債・純資産合計３８，６１２，８３０資 産 合 計

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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① 当社は、旅客等や当社施設等に重大な損害を及ぼす事態又は及ぼす恐れがある事態に対応す
るため、危機管理対策要綱に基づき、迅速かつ適切な組織行動をとる。

② 資産の保全、情報の漏洩等に対するリスクに対処するため、必要な管理体制を整備する。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役は、定期的に取締役会を開催し、会社の業務執行の基本方針を決定する。また、必要
に応じて臨時取締役会を開催し、重要事項を決議する。

② 常勤取締役は、常勤役員会を組織し、経営に関する重要事項を審議し、適切な経営方針を確
立するとともに効率的かつ統一的な統制がとれる業務執行体制の確保を図る。

③ 常勤取締役は、経営合理化計画の基本方針に基づき、業務の現状と課題を検証し、業務の効
率化を着実に推進する。

④ 毎年度の経営計画を策定し、目標と実績の管理を行う。
⑤ 組織規程、決裁規程、会計関係規程等、各種社内規程を整備し、役職者の権限及び責任の明
確化を図り、適正かつ効率的な職務の執行が行われる体制を構築する。

（５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社は、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する体制を整備するととも

に、社員に対する教育、啓発を行う。

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役の職務を補助する事務局のスタッフは、組織規程に基づき経営管理部総務課で対応する。

また、必要に応じて取締役と監査役で協議を行いその充実を図る。

（７）監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役を補助する使用人に対する指揮命令権限は、その監査業務を補助する範囲内において監

査役又は監査役会に帰属するものとする。

（８）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
① 取締役及び重要使用人は、監査役会の要求に応じて、監査役に自己の職務執行の状況を報告する。
② 使用人は、監査役に対して、当社に著しい損害を及ぼす恐れがある事実並びに重大な法令又
は定款違反事実に関する事項を直接報告することができる。なお、報告を行った使用人への不
利益な取り扱いを行わない。

（９）監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 業務執行状況の把握による監査の効率性及び実効性を高めるため、監査役は取締役会に出席
する。また、常勤監査役は、常勤役員会に出席して意見を述べることができる。

② 常勤取締役と常勤監査役は、必要に応じて連絡会をもち、意見交換を行う。
③ 監査役を含む常勤役員は、四半期に一度、会計監査人と情報交換を行い連携を深める。

上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、上記に揚げた内部統制システムの施
策に従い、その基本方針に基づき具体的な取り組みを行うとともに、内部統制システムの運用状況
について重要な不備がないかモニタリングを常時行っております。また、経営管理部が中心となり、
当社の各部門に対して、内部統制システムの重要性とコンプライアンスに対する意識づけを行い、
当社全体を統括、推進させています。
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（単位：千円）

貸 借 対 照 表
（平成２９年３月３１日現在）

金 額科 目金 額科 目
（負 債 の 部）（資 産 の 部）

３，８５０，１４３流 動 負 債８，２６７，８２７流 動 資 産
１，４２４買 掛 金７，３７２，７４７現 金 及 び 預 金

１，６４１，３０５１年内返済長期借入金５２５，７９９売 掛 金
１７，７４９リ ー ス 債 務１０，９３７貯 蔵 品
７６１，３７２未 払 金４６，５７０未 収 還 付 消 費 税 等
１０１，９８４未 払 費 用２３，２３７前 払 費 用
６２１，０２５未 払 法 人 税 等４７，４４３繰 延 税 金 資 産
２１９，０１８前 受 金１７，３０３未 収 入 金
３４３，３５８預 り 金２３４，６９２そ の 他 の 流 動 資 産
１１０，４８６１年内返済預り保証金△１０，９０４貸 倒 引 当 金
３２，４１６賞 与 引 当 金

３０，３４５，００３固 定 資 産
２９，９１１，９０３有 形 固 定 資 産

１７，１６０，４１１固 定 負 債２５，７６５，７９１建 物
１４，７７６，０９４長 期 借 入 金１９６，５３３構 築 物

３１，８６０リ ー ス 債 務１，１７９，３８１機 械 装 置
１，８３０，４８５預 り 保 証 金４０９，１７６器 具 備 品
１９９，５８１退 職 給 付 引 当 金４６，９５０リ ー ス 資 産
２６，５７５役 員 退 職 慰 労 引 当 金２，３１４，０６９建 設 仮 勘 定
２９５，８１４特 別 修 繕 引 当 金

４，７００無 形 固 定 資 産
２１，０１０，５５５負 債 合 計３，０４３ソ フ ト ウ ェ ア

１，６５７電 力 引 込 負 担 金
（純 資 産 の 部）

１７，５５０，８２３株 主 資 本

３，５６６，８５４資 本 金４２８，３９９投 資 そ の 他 の 資 産

１３，９８３，９６９利 益 剰 余 金２６５，３３１投 資 有 価 証 券
１３，９８３，９６９そ の 他 利 益 剰 余 金１６，０６０関 係 会 社 株 式
１１，５４０，０００別 途 積 立 金４，９７４長 期 前 払 費 用
２，４４３，９６９繰 越 利 益 剰 余 金１３，３９７破 産 更 生 債 権 等

１３４，９８５繰 延 税 金 資 産
５１，４５１評価・換算差額等３５０そ の 他 投 資
５１，４５１その他有価証券評価差額金△６，６９８貸 倒 引 当 金

１７，６０２，２７４純 資 産 合 計
３８，６１２，８３０負債・純資産合計３８，６１２，８３０資 産 合 計

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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金 額科 目

売 上 高
７，１２８，１２４不 動 産 収 入

９，５６４，６５７２，４３６，５３３事 業 収 入

５，２４１，１３０売 上 原 価
４，３２３，５２７売 上 総 利 益
５３７，５１７販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

３，７８６，００９営 業 利 益

営 業 外 収 益
１０，３４５受 取 利 息
４，６８９受 取 配 当 金

６１，７８８検 査 業 務 費 用 分 担 金
１０，９２０業 務 指 導 料

９５，５５２７，８０８雑 収 入

営 業 外 費 用
２２２，７５６支 払 利 息
７１，２５２支 払 手 数 料

２９４，０２４１４雑 損 失

３，５８７，５３７経 常 利 益

特 別 利 益
６８２固 定 資 産 売 却 益

５７２，６２５補 助 金 収 入
５７３，３７２６４損 害 保 険 金 収 入

特 別 損 失
２７，２７２固 定 資 産 除 却 損

７７０固 定 資 産 売 却 損
５９災 害 等 損 失 金

５７２，６２５固 定 資 産 圧 縮 損
５３，５６３和 解 金

６６０，９８８６，６９８貸 倒 引 当 金 繰 入

３，４９９，９２１税 引 前 当 期 純 利 益

１，０６４，７８９法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

１，０６０，８０２△３，９８６法 人 税 等 調 整 額

２，４３９，１１８当 期 純 利 益

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

自 平成２８年４月１日
至 平成２９年３月３１日 （単位：千円）

損 益 計 算 書
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自 平成２８年４月１日
至 平成２９年３月３１日 （単位：千円）

株主資本等変動計算書

純資産
合 計

評価・換算
差 額 等

株 主 資 本

株主資本
合 計

利 益 剰 余 金

資本金 そ の 他
有価証券
評価差額金

利 益
剰余金
合 計

その他利益剰余金

繰越利益
剰 余 金

別 途
積立金

１５,１４７,０６７３５,３６２１５,１１１,７０５１１,５４４,８５１２,１０４,８５１９,４４０,０００３,５６６,８５４当期首残高

当期変動額

新株の発行

０００△２,１００,０００２,１００,０００別途積立金
の積立て

２,４３９,１１８２,４３９,１１８２,４３９,１１８２,４３９,１１８当期純利益

１６,０８８１６,０８８株主資本以外の
項目の当期変動額

２,４５５,２０６１６,０８８２,４３９,１１８２,４３９,１１８３３９,１１８２,１００,０００−当期変動額合計

１７,６０２,２７４５１,４５１１７,５５０,８２３１３,９８３,９６９２,４４３,９６９１１,５４０,０００３,５６６,８５４当期末残高

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



−8−

金 額科 目

売 上 高
７，１２８，１２４不 動 産 収 入

９，５６４，６５７２，４３６，５３３事 業 収 入

５，２４１，１３０売 上 原 価
４，３２３，５２７売 上 総 利 益
５３７，５１７販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

３，７８６，００９営 業 利 益

営 業 外 収 益
１０，３４５受 取 利 息
４，６８９受 取 配 当 金
６１，７８８検 査 業 務 費 用 分 担 金
１０，９２０業 務 指 導 料

９５，５５２７，８０８雑 収 入

営 業 外 費 用
２２２，７５６支 払 利 息
７１，２５２支 払 手 数 料

２９４，０２４１４雑 損 失

３，５８７，５３７経 常 利 益

特 別 利 益
６８２固 定 資 産 売 却 益

５７２，６２５補 助 金 収 入
５７３，３７２６４損 害 保 険 金 収 入

特 別 損 失
２７，２７２固 定 資 産 除 却 損

７７０固 定 資 産 売 却 損
５９災 害 等 損 失 金

５７２，６２５固 定 資 産 圧 縮 損
５３，５６３和 解 金

６６０，９８８６，６９８貸 倒 引 当 金 繰 入

３，４９９，９２１税 引 前 当 期 純 利 益

１，０６４，７８９法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

１，０６０，８０２△３，９８６法 人 税 等 調 整 額

２，４３９，１１８当 期 純 利 益

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

自 平成２８年４月１日
至 平成２９年３月３１日 （単位：千円）

損 益 計 算 書
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自 平成２８年４月１日
至 平成２９年３月３１日 （単位：千円）

株主資本等変動計算書

純資産
合 計

評価・換算
差 額 等

株 主 資 本

株主資本
合 計

利 益 剰 余 金

資本金 そ の 他
有価証券
評価差額金

利 益
剰余金
合 計

その他利益剰余金

繰越利益
剰 余 金

別 途
積立金

１５,１４７,０６７３５,３６２１５,１１１,７０５１１,５４４,８５１２,１０４,８５１９,４４０,０００３,５６６,８５４当期首残高

当期変動額

新株の発行

０００△２,１００,０００２,１００,０００別途積立金
の積立て

２,４３９,１１８２,４３９,１１８２,４３９,１１８２,４３９,１１８当期純利益

１６,０８８１６,０８８株主資本以外の
項目の当期変動額

２,４５５,２０６１６,０８８２,４３９,１１８２,４３９,１１８３３９,１１８２,１００,０００−当期変動額合計

１７,６０２,２７４５１,４５１１７,５５０,８２３１３,９８３,９６９２,４４３,９６９１１,５４０,０００３,５６６,８５４当期末残高

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



−10−

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
関連会社株式…………移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理）
時価のないもの……移動平均法による原価法

② 棚卸資産………………先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切り下げの方法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）……定額法によっています。

なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却をし
ています。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウェア………自社利用のソフトウェアについて社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっています。
電力引込負担金……定額法によっています。

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっています。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金……………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による

計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金……………従業員に支給する賞与に充てるため、次期上半期支給見込額の当期間
対応分を計上しています。

③ 退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に関する実務指針に定
める簡便法により、当会計期間において発生していると認められる額
を計上しています。

④ 役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づき
期末要支給見込額を計上しています。

個 別 注 記 表
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⑤ 特別修繕引当金………設備の定期的な大規模修繕に備えて、将来の修繕見積額に基づき計上
しています。

（４）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

３．貸借対照表に関する注記
（１）国庫補助金等の受入による有形固定資産から控除している圧縮記帳額 ５７２，６２５千円

（２）担保に供している資産………建物 ２１，７７７，０３９千円
機械装置 ８３６，９０９千円
構築物 １５４，８７５千円

２２，７６８，８２５千円
担保にかかる債務の金額……１年以内返済長期借入金 １，６４１，３０５千円

長期借入金 １４，７７６，０９４千円

（３）有形固定資産の減価償却累計額 ２１，７６６，４４２千円

（４）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
関係会社に対する短期金銭債権 ７５，８６８千円
関係会社に対する長期金銭債権 −
関係会社に対する短期金銭債務 ２９６，０８６千円
関係会社に対する長期金銭債務 −

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
営業収益 ８０４，２３０千円
営業費用 ４００，７６２千円

営業取引以外の取引による取引高
営業外収益 ８４千円
営業外費用 −

５．株主資本等変動計算書に関する注記
① 当該事業年度末日における発行済株式数……普通株式 ４８，０００株
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１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
関連会社株式…………移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理）
時価のないもの……移動平均法による原価法

② 棚卸資産………………先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切り下げの方法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）……定額法によっています。

なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却をし
ています。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウェア………自社利用のソフトウェアについて社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっています。
電力引込負担金……定額法によっています。

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっています。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金……………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による

計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金……………従業員に支給する賞与に充てるため、次期上半期支給見込額の当期間
対応分を計上しています。

③ 退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に関する実務指針に定
める簡便法により、当会計期間において発生していると認められる額
を計上しています。

④ 役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づき
期末要支給見込額を計上しています。

個 別 注 記 表
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⑤ 特別修繕引当金………設備の定期的な大規模修繕に備えて、将来の修繕見積額に基づき計上
しています。

（４）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

３．貸借対照表に関する注記
（１）国庫補助金等の受入による有形固定資産から控除している圧縮記帳額 ５７２，６２５千円

（２）担保に供している資産………建物 ２１，７７７，０３９千円
機械装置 ８３６，９０９千円
構築物 １５４，８７５千円

２２，７６８，８２５千円
担保にかかる債務の金額……１年以内返済長期借入金 １，６４１，３０５千円

長期借入金 １４，７７６，０９４千円

（３）有形固定資産の減価償却累計額 ２１，７６６，４４２千円

（４）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
関係会社に対する短期金銭債権 ７５，８６８千円
関係会社に対する長期金銭債権 −
関係会社に対する短期金銭債務 ２９６，０８６千円
関係会社に対する長期金銭債務 −

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
営業収益 ８０４，２３０千円
営業費用 ４００，７６２千円

営業取引以外の取引による取引高
営業外収益 ８４千円
営業外費用 −

５．株主資本等変動計算書に関する注記
① 当該事業年度末日における発行済株式数……普通株式 ４８，０００株
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
繰延税金資産
未払事業税 ２５，５８９千円
賞与引当金 ９，７７３千円
退職給付引当金 ５９，８０６千円
特別修繕引当金 ８９，１３１千円
役員退職慰労引当金 ８，０１２千円
投資有価証券評価損 ４，６２４千円
関係会社株式受贈益 １０，６３９千円
貸倒引当金 ３，５７３千円
その他 ８，５０７千円

繰延税金資産小計 ２１９，６５９千円
評価性引当額 △１５，２６４千円
繰延税金負債との相殺 △２１，９６６千円

繰延税金資産計 １８２，４２８千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △２１，９６６千円
繰延税金資産との相殺 ２１，９６６千円

繰延税金負債計 − 千円
繰延税金資産の純額 １８２，４２８千円

（追加情報）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第２６号平成２８年３月２８日）

を当事業年度から適用しております。

７．リースにより使用する固定資産に関する注記
該当事項はありません。
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８．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金
を調達しております。売掛金に係る顧客の信用リスクは、「入居者への催告等手続き要領」に沿っ
てリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式について
は年度ごとに時価の把握を行っています。借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備
投資資金（長期）であります。

（２）金融商品の時価等に関する事項

負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

① 現金及び預金、並びに ② 売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっています。
③ 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。
④ 長期借入金、 ⑤ 預り保証金（有利子分）

これらの時価について、元利金の合計額を同様の新規借入等を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法によっています。

（注２） 非上場株式（貸借対照表計上額１２９，７０４千円）及び、関係会社株式（貸借対照表計上額１６，０６０
千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を
把握することが極めて困難と認められるため、「③ 投資有価証券」には含めておりません。

差 額時 価貸借対照表計上額

−７，３７２，７４７７，３７２，７４７① 現 金 及 び 預 金

−５２５，７９９５２５，７９９② 売 掛 金

−１３５，６２７１３５，６２７③ 投 資 有 価 証 券

１２，５００（１６，４２９，９００）（１６，４１７，４００）④ 長 期 借 入 金
（１年内返済長期借入金を含む）

△２，２５１（８０３，６０１）（８０５，８５２）⑤ 預 り 保 証 金 （ 有 利 子 分 ）
（１年内返済預り保証金を含む）

（単位：千円）



−12−

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
繰延税金資産
未払事業税 ２５，５８９千円
賞与引当金 ９，７７３千円
退職給付引当金 ５９，８０６千円
特別修繕引当金 ８９，１３１千円
役員退職慰労引当金 ８，０１２千円
投資有価証券評価損 ４，６２４千円
関係会社株式受贈益 １０，６３９千円
貸倒引当金 ３，５７３千円
その他 ８，５０７千円

繰延税金資産小計 ２１９，６５９千円
評価性引当額 △１５，２６４千円
繰延税金負債との相殺 △２１，９６６千円

繰延税金資産計 １８２，４２８千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △２１，９６６千円
繰延税金資産との相殺 ２１，９６６千円

繰延税金負債計 − 千円
繰延税金資産の純額 １８２，４２８千円

（追加情報）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第２６号平成２８年３月２８日）
を当事業年度から適用しております。

７．リースにより使用する固定資産に関する注記
該当事項はありません。
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８．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金
を調達しております。売掛金に係る顧客の信用リスクは、「入居者への催告等手続き要領」に沿っ
てリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式について
は年度ごとに時価の把握を行っています。借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備
投資資金（長期）であります。

（２）金融商品の時価等に関する事項

負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

① 現金及び預金、並びに ② 売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっています。
③ 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。
④ 長期借入金、 ⑤ 預り保証金（有利子分）

これらの時価について、元利金の合計額を同様の新規借入等を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法によっています。

（注２） 非上場株式（貸借対照表計上額１２９，７０４千円）及び、関係会社株式（貸借対照表計上額１６，０６０
千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を
把握することが極めて困難と認められるため、「③ 投資有価証券」には含めておりません。

差 額時 価貸借対照表計上額

−７，３７２，７４７７，３７２，７４７① 現 金 及 び 預 金

−５２５，７９９５２５，７９９② 売 掛 金

−１３５，６２７１３５，６２７③ 投 資 有 価 証 券

１２，５００（１６，４２９，９００）（１６，４１７，４００）④ 長 期 借 入 金
（１年内返済長期借入金を含む）

△２，２５１（８０３，６０１）（８０５，８５２）⑤ 預 り 保 証 金 （ 有 利 子 分 ）
（１年内返済預り保証金を含む）

（単位：千円）
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９．賃貸等不動産に関する注記
（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、那覇空港ビル内において、建物、施設設備等を賃貸の用に供しています。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。
（注２） 当期末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額です。

１０．資産除去債務に関する注記
当社は、国土交通省大阪航空局が管理する国有財産に関する国有財産使用許可に基づき、当社が

使用する使用許可物件（土地）の返還時に、当社が所有する旅客ターミナルビル等を撤去すること
の原状回復に係る債務を有しております。しかし、当該債務に関連する使用許可物件（土地）の実
質的な使用期間は、国の航空行政の動向に左右されるため現時点では明確でなく、資産除去債務を
合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりま
せん。

１１．関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

１２．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 ３６６，７１４円
（２）１株当たり当期純利益 ５０，８１４円

１３．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

時 価貸借対照表計上額

１０，７７８，０４２９，５４２，２６５

（単位：千円）
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９．賃貸等不動産に関する注記
（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、那覇空港ビル内において、建物、施設設備等を賃貸の用に供しています。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。
（注２） 当期末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額です。

１０．資産除去債務に関する注記
当社は、国土交通省大阪航空局が管理する国有財産に関する国有財産使用許可に基づき、当社が

使用する使用許可物件（土地）の返還時に、当社が所有する旅客ターミナルビル等を撤去すること
の原状回復に係る債務を有しております。しかし、当該債務に関連する使用許可物件（土地）の実
質的な使用期間は、国の航空行政の動向に左右されるため現時点では明確でなく、資産除去債務を
合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりま
せん。

１１．関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

１２．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 ３６６，７１４円
（２）１株当たり当期純利益 ５０，８１４円

１３．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

時 価貸借対照表計上額

１０，７７８，０４２９，５４２，２６５

（単位：千円）
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会計監査人の監査報告書謄本



−16−

監査役会の監査報告書謄本



○設備の状況 （平成29年3月31日現在）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地 リース資産 その他 合計

国内線旅客
ターミナルビル

16,260 593 0 11 173 17,037

国際線旅客
ターミナルビル

6,407 489 0 0 175 7,072

駐車場 3,295 98 0 36 61 3,490

設備の内容

帳簿価額（百万円）
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